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概要

ネットスーパーという生鮮食品を取り扱い、EC サイトから受注し、配達を行う業態は、企業の参入

と撤退が 20 年以上繰り返されており、未だにビジネスモデルが確立されていない。本研究では、「企

業がネットスーパー事業にどのような理由とどのようなビジネスモデルで参入し、どのような要因が撤

退を促すのか」を明らかにする。日本における 1999 年から 2022 年に至るネットスーパーが立ち上げら

れた開始から終了までの期間を調査し、ビジネスモデルを分類し、参入時期を黎明期、発展期、停滞

期、コロナ後に分け、アーカイバルデータを作成した。①密度依存理論、②ビジネスモデル、③多角化

の性質の 3 つの着眼点に基づき仮説を構築し、統計分析を行った。

密度依存理論は、Hannan、Freeman、Caroll が築いた組織エコロジー理論において、特定企業の個体

群における企業密度と企業の死亡確率・誕生確率の関係を分析した理論である。密度依存理論はレジテ

ィマシー（正当性）効果とデンシティ（密度）効果の 2 つのメカニズムからなる。本研究では、「日本

における BtoC-EC 化率が高まっていく」ことは、ネットビジネスとしてのネットスーパーのレジティマ

シーの代理指標とすることができると考え、[H1a]黎明期・発展期（1999 年～2011 年）においては、EC

化率トレンド（前年比）が高まると、参入率に正の影響を与えるが、停滞期・コロナ後（2012 年～

2022 年）においては、EC 化率トレンド（前年比）は参入率に影響しなくなり、[H1b]停滞期・コロナ後

（2012 年～2022 年）に参入したネットスーパーは、ネットスーパーの存在数が多いほど、事業継続期

間が短くなることが有意であることを示した。

また、ネットスーパーのビジネスモデルにおいては、物流面、運営面から分類を行い、[H2a]センタ

ー型の方がポータル型より撤退しやすく、[H2b]ポータル型＞センター型＞店舗型の順に事業継続期間

が短いことを示した。

多角化の性質に着眼した仮説としては、[H3a]新規、あるいは他業界から参入するネットスーパー

は、既存事業から多角化して参入するネットスーパーに比べて事業継続期間が短くなることを示し、新

たな市場で売上を拡大する機会を追い求める動機をもつ「機会拡大型多角化」に対して、既存商圏を侵

食されることを防衛するため（競合の機会を潰すため）に行う「機会穴埋型多角化」が存在すると考

え、[H3b]機会拡大型のネットスーパーは機会穴埋型のネットスーパーに比べて事業継続期間が短くな

ることを示した。

今後、ネットスーパーへの参入・拡大を検討する企業や、リアル店舗を保有し、EC を利用したビジ

ネスの多角化を目指す小売企業のための示唆として、EC トレンドの高まりを参考指標とせず、収益モ

デルと競争の激化を参入前に考慮すること、それぞれのビジネスモデルで参入する際には撤退戦略を予

め計画しておくこと、拡大戦略をとる際には密度の経済性をいかに維持するかを十分に検討することが

重要である。

キーワード： ネットスーパー、密度依存理論、ビジネスモデル、多角化戦略、EC 化、参入と撤退
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1. はじめに

1.1. 研究の背景と目的

2020 年、新型コロナウィルス感染症の感染拡大により買い物を含めた外出の自粛が

促され、ネットスーパーへの注目が再び高まった。2022 年にはネットスーパー市場は

3,550 億円になると予測されている（富士経済、2022）。

日本における 2021 年の BtoC EC（消費者向け電子商取引）化率は 8.78%であるのに

対し、2 兆 5,199 億円ある「食品・飲料・酒類」市場の EC 化率は 3.77％に留まってお

り、今後この市場規模拡大にはネットスーパーが大きく寄与すると言われている（経

済産業省、2022）。

わが国では、22 年前、2000 年に大手総合スーパーの西友がネットスーパーに最初に

進出したといわれている。インターネット・通信インフラの浸透、消費者のライフスタ

イルの変化、既存スーパーの店舗経営の補完の観点によって、今日に至るまで数多く

の企業が参入してきた（川辺、2011）。

一方でネットスーパー事業は生鮮食品を取り扱うことから、一般的な EC ビジネスと

比較して配送リードタイムが短く、通信費、人件費、配送費などのコストをかけなが

ら、粗利益率の低いスーパーマーケット品目を販売するため、事業として採算に乗っ

ているチェーンは数少ないとされる（後藤、2010）。

本研究の目的は、「企業がネットスーパー事業にどのような理由とどのようなビジ

ネスモデルで参入し、どのような要因が撤退を促すのか」について、1999 年以降のア

ーカイバルデータを使用した定量研究によって明らかにすることである。

1.2. 研究の内容

日本における 1999 年から 2022 年 12 月までのネットスーパーおよびその運営企業

を調査、分類し、それぞれの特徴を示す。ビジネスモデルの分類にあたって、①既存

理論の検証、②既に言及されているビジネスモデル分類の検証、③独自の着眼点の仮

説検証を行い、ネットスーパーが参入、撤退する要因を定量的に分析する。

本研究ではネットスーパーを、生鮮食品を取り扱い、EC サイトから受注し、都度配

達しており、自らを「ネットスーパー」と称しているサービスとして位置づけた。生

協や、ミールキットのサブスクリプションサービス等において、自らをネットスーパ

ーと呼称していないものは除外した。

1.3. 研究の意義

ネットスーパーは 20 年以上、企業の参入と撤退が繰り返されており、ビジネスモ

デルは確立されていない。ネットスーパーを扱ったビジネスモデル論、消費者行動論

に関する研究はいくつか存在する。しかしながらその優位性や、時間軸を伴った実証

的な研究はこれまでにない。本稿は多角化論、そして産業進化論の観点に立つもので

あり、先行研究がほとんどない研究となる。市場が立ち上がった黎明期から時系列を

追って参入撤退の状況と要因を明らかにすることで、今後、ネットスーパーへの参

入・拡大を検討する企業や、リアル店舗を保有し、EC を利用したビジネスの多角化を

目指す小売企業のための示唆を得る。



ネットスーパーのビジネスモデルと撤退要因に関する研究

～新興市場における参入と撤退のメカニズム～  (2023.03)

早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 5

2. ネットスーパーの発展ステージ

本章では 1999 年から 2022 年 12 月に至るまでの 159 サービスを 4 つのステージを

分類し、主要な事象及び歴史的背景を説明する。1999 年から 2006 年までを黎明期、

2007 年から 2011 年までを発展期、2012 年から 2019 年までを停滞期、2020 年から

2022 年までをコロナ後とする。

1999 年から 2006 年までは採算が合わず、短い事業期間での撤退や様子見をする企

業が多かったため「黎明期」とした。2007 年はイトーヨーカドーが対応店舗を急拡大

し、参入企業が相次いだ結果、日経ヒット商品番付で横綱になるなど、一気に認知が

高まった。2007 年から 2011 年の平均存在数増加率は 123%であり、その後 2012 年か

ら 2019 年は 95～103%で推移するため、2007 年から 2011 年を「発展期」とした。

2012 年以降はサービス数が 60 に達し、無料配送など競争が激しくなり、参入数が減

少した。サミットの撤退（2014 年）、Amazon 参入に対する大手の対抗、配送料値上

げ、撤退や提携が見られ、ネットスーパーの存在数が増加しなくなったため、2012 年

から 2019 年を「停滞期」とした。日本における新型コロナウィルス対策の特別措置

法に基づく緊急事態宣言の発出は 2020 年 4 月 7 日であったが、2020 年 1 月から 4 月

まで参入・撤退した企業・サービスは確認できなかったため、2020 年以降を「コロナ

後」とした。

図表 1 ネットスーパーの存在数推移

（筆者作成）

2.1. 黎明期（1999 年～2006 年）

日本においてスーパーマーケット（セルフサービス方式を採用している総合食料品

小売店）が開始された年は、1953 年に紀ノ国屋が、「来店、セルフサービス方式で商

品を選び、レジでまとめて精算する」システムでショッピングカートを導入したのが

始まりと言われている（諸説あり）。その後、1956 年に西友の前身となる西武ストア
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ーが設立。1957 年にダイエー、1961 年にヨーカ堂がスーパーストア形態で営業開始

する。

生鮮食品の宅配という観点では、生活協同組合が共同購入という形で戦前から行わ

れており、1990 年にパルシステム連合会が班単位ではなく個人単位で利用できる個人

宅配を開始している。

インターネット注文で食品雑貨を宅配するサービス、すなわちネットスーパーは、

1999 年に米国でホームグロッサー（Home grocery.com）およびウェブバン（Webvan）

が開始している（ホームグロッサーは 2000 年にウェブバンに買収され、その後ウェ

ブバンは 2001 年に破産した）。英国では 2000 年に Tesco.com がサービスを開始し、

2002 年には Ocado（2000 年に設立）が大手スーパーマーケットの Waitrose と提携

し、サービスを開始している。英国のネットスーパーはその後も成長を続けており、

初期の段階では米国と明暗が分かれた。

日本では 1999 年にネットスーパーのシステムを提供及び運営を目的とするココデ

スが設立され、最初は自社でサービスを開始した。その後西友がココデスと提携し、

2000 年 5 月に「西友ネットスーパー」が杉並区で開始された。西友ネットスーパーは

その後、2018 年の楽天西友ネットスーパーに統合されるまで運営が継続する。

西友がネットスーパーを開始した一方、2000 年 1 月にスピードグループ、サンク

ス、ソフトバンク・インベストメント、光通信、ユニー、サークルケイ・ジャパンが

出資し、新会社「e-コンビニエンス」を設立。センター出荷型のネットスーパーであ

る「おかいものねっと」を 2000 年 4 月に開始した。おかいものねっとは後述するセ

ンター型で参入したが、2001 年 4 月に撤退している。

2001 年、東京ではイトーヨーカドーが「アイワイネット葛西」として江戸川区内で

即日宅配サービスを開始。広島ではフレスタがエブリディ・ドットコムのシステムを

導入し、広島市で「おいしさダイレクト便フレスタの生鮮宅配サービス」を開始して

いる。その他、イズミヤ、よしや、日立ライフ、ジャスコ、オリンピック、東急スト

ア、しずてつストア、フレックなどのリアル店舗を持つ 10 企業が参入した。

しかし、2001 年の参入企業数をピークに、2007 年まで減少、採算が合わず撤退す

る企業も相次いだ。当時インターネット通販への不安感がまだ強く、2003 年の日経

MJ によるネット通販利用のアンケートでは「利用してみたいと思わない」が過半数を

占めていた。「送料」や「実際に商品を確認できない」、「個人情報の漏洩、決済の

セキュリティーが不安」といった声が挙げられていた。 1
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図表 2 黎明期

（筆者作成）

2.2. 発展期（2007 年～2011 年）

2007 年 3 月にイトーヨーカドーがネットスーパーを専門とする新組織を設立 2。当

時 9 店舗で実験運用していたが、2008 年 2 月末までに全国 80 店へ導入を急拡大する

方針を発表した 3。これまで模索状態が続いていたものの、ポータル型、店舗出荷型の

ネットスーパーのバックヤードシステム導入が広まり、一気に導入企業が増えた。

2007 年の日経 MJ（流通新聞）が発表するヒット番付小売編では横綱4に選ばれるな

ど、認知度が高まった。同年の全体でのヒット商品番付では PASMO、nanako、WAON な

どが導入されたことから、「電子マネー」となっている。5 また 2007 年は iPhone が

販売開始し、以降スマートフォンの普及率が急速に広まってく等、EC ビジネスとして

は転換点となる年であった。

参入年 サービス名 継続/撤退 継続期間（月） 開始 終了
1999 ココデス【運営】 撤退 91 1999年12月 2007年7月

ココデス【自社】 撤退 91 1999年12月 2007年7月
2000 オイシックス 継続 270 2000年6月 2022年12月

サンシの宅配サービス 継続 266 2000年10月 2022年12月
バロー 撤退 21 2000年3月 2001年12月
おかいものねっと 撤退 12 2000年4月 2001年4月
西友ネットスーパー 撤退 204 2000年5月 2017年5月
マイカル（ポロロッカ） 撤退 14 2000年7月 2001年9月
となりの八百屋 撤退 255 2000年8月 2021年11月

2001 イトーヨーカドーネットスーパー 継続 261 2001年3月 2022年12月
エブリデイフレスタ 継続 259 2001年5月 2022年12月
東急ストアネットスーパー 継続 258 2001年6月 2022年12月
イズミヤ楽々マーケット 撤退 258 2001年3月 2022年9月
よしや 撤退 13 2001年4月 2002年6月
ジャスコ 撤退 23 2001年6月 2003年5月
日立ライフ 撤退 29 2001年6月 2003年11月
ママピック 撤退 6 2001年6月 2001年12月
しずてつストア 撤退 92 2001年7月 2009年3月
フレック 撤退 34 2001年7月 2004年5月

2002 阪急キッチンエール関西 継続 242 2002年10月 2022年12月
肉のハナマサ 撤退 12 2002年11月 2003年11月

2003 サイキバリュー 継続 234 2003年6月 2022年12月
フーズバラエティすぎはら 継続 231 2003年9月 2022年12月
マルエツ 継続 231 2003年9月 2022年12月
オレンジライフ 撤退 124 2003年5月 2013年9月

2005 食卓.jp【運営】 撤退 55 2005年9月 2010年4月
マルエツ（食卓.jp） 撤退 55 2005年9月 2010年4月

2006 オークワ 継続 196 2006年8月 2022年12月



ネットスーパーのビジネスモデルと撤退要因に関する研究

～新興市場における参入と撤退のメカニズム～  (2023.03)

早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 8

図表 3 発展期

（筆者作成）

2.3. 停滞期（2012 年～2019 年）

2012 年にネットスーパーの存在サービス数が 60 に達して以降、参入数が減少し、

ネットスーパー業態は停滞期に陥る。

Amazon をはじめとする EC 取り扱い個数が増える一方、単価が減少し、佐川・ヤマ

トなど大手物流業者が値上げを行い始めた。また、競争が激しくなり、配送料無料サ

ービスが乱発され、黒字化への見込みがより難しくなっていった。

2009 年にセンター型で参入したサミットが 2014 年に撤退、イトーヨーカドーネッ

トスーパーは配送料の値上げをするなど、各社でネットスーパーを継続することに対

参入年 サービス名 継続/撤退 継続期間（月） 開始 終了
2007 紀ノ国屋（食卓.jp） 撤退 39 2007年1月 2010年4月

大丸ピーコック（グレース） 撤退 18 2007年3月 2008年9月
ポロロッカ（マルエツ・三徳）（グレース） 撤退 18 2007年3月 2008年9月
関西スーパーマーケット（グレース） 撤退 18 2007年3月 2008年9月
いなげや（グレース） 撤退 18 2007年3月 2008年9月
らくちん君（サミット） 撤退 29 2007年4月 2009年9月
三徳 撤退 15 2007年6月 2008年9月
グレースコーポレーション【運営】 撤退 15 2007年6月 2008年9月
アピタ・ユニー 撤退 144 2007年8月 2019年8月
あーすわん 撤退 48 2007年11月 2011年11月

2008 イオン 継続 176 2008年4月 2022年12月
ダイエー 継続 171 2008年9月 2022年12月
フジ 継続 169 2008年11月 2022年12月
相鉄ローゼン 撤退 6 2008年11月 2009年5月

2009 マルキュウらくらく便 継続 158 2009年10月 2022年12月
富士シティオ 撤退 122 2009年6月 2019年8月
アピタユニー（お届け・com） 撤退 12 2009年7月 2010年7月
イズミヤ（お届け・com） 撤退 12 2009年7月 2010年7月
大近（お届け・com） 撤退 12 2009年7月 2010年7月
お届け・com for アクオス【運営】 撤退 12 2009年7月 2010年7月
サティ 撤退 15 2009年9月 2010年12月
いちい 撤退 72 2009年9月 2015年9月
関西スーパーらくらく宅配（食卓.jp） 撤退 6 2009年10月 2010年4月
らくちん君（サミット）（住商商事ネットスーパー） 撤退 59 2009年10月 2014年9月
ユアーズネットスーパー 撤退 60 2009年12月 2014年12月

2010 タイヨー 継続 153 2010年3月 2022年12月
琉球ジャスコ 継続 151 2010年5月 2022年12月
マルイネットスーパー 継続 151 2010年5月 2022年12月
マルヨシセンター 継続 147 2010年9月 2022年12月
トキハインダストリー 継続 150 2010年6月 2022年12月
遠鉄ストア 継続 147 2010年9月 2022年12月
マルイチネットスーパー 継続 149 2010年7月 2022年12月
青森県民生協・県庁生協 継続 146 2010年10月 2022年12月
マルエツ（楽天ネットスーパー運営） 撤退 34 2010年4月 2013年2月
関西スーパーらくらく宅配（楽天ネットスーパー） 撤退 86 2010年4月 2017年6月
シミズヤネットスーパー（楽天ネットスーパー） 撤退 5 2010年4月 2010年9月
楽天ネットスーパー 【運営】 撤退 86 2010年4月 2017年6月
紀ノ国屋（楽天ネットスーパー運営） 撤退 86 2010年4月 2017年6月
東急ストア（楽天ネットスーパー） 撤退 49 2010年4月 2014年5月
ヤックスネットドラックスター（出前館） 撤退 32 2010年6月 2013年2月
出前館+e-ネコネットスーパー【運営】 撤退 32 2010年6月 2013年2月
トーエイネットスーパーおつかい便 撤退 63 2010年11月 2016年2月
モリナガネットスーパー 撤退 102 2010年12月 2019年6月
オザムネットスーパー【自社】 撤退 96 2010年12月 2018年12月

2011 まるたか生鮮市場 継続 143 2011年1月 2022年12月
山岸【自社】 継続 142 2011年2月 2022年12月
カスミ 継続 142 2011年2月 2022年12月
三喜有【自社】 継続 141 2011年3月 2022年12月
ネットスーパーサンプラザ 継続 140 2011年4月 2022年12月
杏林堂 継続 139 2011年5月 2022年12月
山形屋ストア 継続 135 2011年9月 2022年12月
原信ネットスーパー 継続 135 2011年9月 2022年12月
ライフ【自社】 継続 134 2011年10月 2022年12月
ヤスサキ【自社】 継続 133 2011年11月 2022年12月
スター【自社】 撤退 11 2011年5月 2012年4月
阪急キッチンエール東京 撤退 17 2011年10月 2013年3月
スター（出前館） 撤退 4 2011年12月 2012年4月
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する見直しも進められた。また、この時期に新規参入した企業はローソンフレッシュ

や、楽天西友ネットスーパー、IY フレッシュ、Amazon フレッシュなどの大企業が目

立つようになる。

図表 4 停滞期

（筆者作成）

2.4. コロナ後（2020 年～2022 年）

2020 年新型コロナウィルスの感染拡大による外出自粛制限を受け、ネットスーパー

やフードデリバリーサービスへ注目が再び集まった。

スタートアップやフードデリバリー企業が無人店舗（ダークストア）を構え、10 分

や 20 分など短時間で配送する「クイックコマース」など新しいビジネスモデルも出

現。また企業間の提携による参入も増え、参入企業数は再び増加している。

参入年 サービス名 継続/撤退 継続期間（月） 開始 終了
2012 かわねや 継続 130 2012年2月 2022年12月

ベルクリック 継続 128 2012年4月 2022年12月
西鉄ストア 継続 127 2012年5月 2022年12月
シェルガーデン 継続 126 2012年6月 2022年12月
マイヤ 継続 125 2012年7月 2022年12月
デリシアネット便 継続 122 2012年10月 2022年12月
プレッセネットスーパー（楽天ネットスーパー） 撤退 29 2012年1月 2014年6月
マルイチネットスーパー（出前館） 撤退 12 2012年2月 2013年2月
楽天マート 【自社】 撤退 59 2012年7月 2017年6月

2013 たいらや 継続 116 2013年4月 2022年12月
ダイキョープラザ 継続 114 2013年6月 2022年12月
近商ストア 継続 110 2013年10月 2022年12月
ト一屋 継続 108 2013年12月 2022年12月
スマートキッチン 撤退 16 2013年1月 2014年5月
阪急キッチンエール九州 撤退 71 2013年9月 2019年8月

2014 サンリブ・マルショクネットスーパー 継続 103 2014年5月 2022年12月
サンエー 継続 103 2014年5月 2022年12月
プレッセ 継続 100 2014年8月 2022年12月
かじ惣 継続 97 2014年11月 2022年12月
ローソフレッシュ 撤退 50 2014年6月 2018年8月

2015 ヤオコー 継続 94 2015年2月 2022年12月
2016 ユニバース 継続 80 2016年4月 2022年12月

ナイスネットスーパー 継続 79 2016年5月 2022年12月
2017 Amazonfresh【自社】 継続 68 2017年4月 2022年12月

関西スーパーマーケット 継続 66 2017年6月 2022年12月
日進ワールドデリカテッセン 継続 64 2017年8月 2022年12月
７NOW（ネットコンビニ） 継続 62 2017年10月 2022年12月
株式会社バルーン 撤退 13 2017年2月 2018年3月
ドン・キホーテ 撤退 13 2017年2月 2018年3月
IYフレッシュ 撤退 23 2017年11月 2019年10月

2018 楽天西友ネットスーパー 継続 51 2018年9月 2022年12月
クックパッドマート 継続 51 2018年9月 2022年12月
ヨシヅヤ 継続 48 2018年12月 2022年12月
おうちでイオンネットスーパー 撤退 36 2018年4月 2021年4月

2019 ヤックスネットドラック【自社】 継続 43 2019年5月 2022年12月
ainoma（バロー） 継続 41 2019年7月 2022年12月
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図表 5 コロナ後

（筆者作成）

3. 本研究の着眼と仮説

本研究では、３つの着眼に基づき分析を行う。

１．密度依存理論

ネットスーパーの参入・撤退に関するアーカイバルデータに基づき、産業進化論分

野で一般化されている「密度依存理論」の検証を行う。

２．ネットスーパーのビジネスモデル

物流面、運営面から見た、ネットスーパーのビジネスモデル分類を行い、その優劣

を検討する。この分類はネットスーパー特有のものであるが、EC のビジネスモデル分

類一般への示唆を持つ可能性がある。

３．多角化の性質

資源関連型多角化の伝統的な議論から、ネットスーパー特有の事象を受け着眼し

た、「機会拡大型多角化」「機会穴埋型多角化」という概念を用いて分析を行う。こ

参入年 サービス名 継続/撤退 継続期間（月） 開始 終了
2020 TOBUスマホで宅配 継続 27 2020年9月 2022年12月

いちやまマートネットスーパー 継続 27 2020年9月 2022年12月
Amazonネットスーパー【運営】 継続 26 2020年10月 2022年12月
ライフ（Amazonネットスーパー） 継続 26 2020年10月 2022年12月
紀ノ国屋【自社】 継続 25 2020年11月 2022年12月
QuickGet 撤退 25 2020年9月 2022年10月
LOMA 撤退 14 2020年10月 2021年12月
いなげや【自社】 撤退 11 2020年12月 2021年11月

2021 リウボウ 継続 19 2021年5月 2022年12月
Amazon 　バロー 継続 18 2021年6月 2022年12月
クーパン 継続 18 2021年6月 2022年12月
Onigo 継続 16 2021年8月 2022年12月
ゆめデリバリー 継続 18 2021年6月 2022年12月
PayPayダイレクト（Yahoo！マート） 継続 17 2021年7月 2022年12月
オーケーストア 継続 14 2021年10月 2022年12月
Pandamart 撤退 6 2021年7月 2022年1月
Wolt Market 撤退 7 2021年12月 2022年7月

2022 ベイシアネットスーパー（楽天全国ネットスーパー） 継続 11 2022年1月 2022年12月
クイーンズ伊勢丹（menu） 継続 9 2022年3月 2022年12月
オオゼキ（menu） 継続 9 2022年3月 2022年12月
成城石井（Amazonネットスーパー） 継続 9 2022年3月 2022年12月
menu【運営】 継続 9 2022年3月 2022年12月
コストコ（menu） 継続 9 2022年3月 2022年12月
生鮮スーパーケント（menu） 継続 8 2022年4月 2022年12月
ジェイ・アール生鮮市場（menu） 継続 7 2022年5月 2022年12月
大槻食品館キャロット（menu） 継続 7 2022年5月 2022年12月
卸売スーパーユアーズ（萩見綜合食品センター） 継続 7 2022年5月 2022年12月
Amo 継続 6 2022年6月 2022年12月
いなげや（楽天全国ネットスーパー） 継続 6 2022年6月 2022年12月
相鉄ローゼン（menu） 継続 5 2022年7月 2022年12月
ニシムタスカイマーケット（menu） 継続 5 2022年7月 2022年12月
大阪屋ショップ（楽天全国ネットスーパー） 継続 3 2022年9月 2022年12月
東光ストア（menu） 継続 3 2022年9月 2022年12月
ハーツ（県民生協）ネットスーパーおつかいさん 継続 2 2022年10月 2022年12月
ニューマルシェ（menu） 継続 2 2022年10月 2022年12月
サミット【自社】（再） 継続 2 2022年10月 2022年12月
クイーンズ伊勢丹 撤退 5 2022年6月 2022年11月
クラシル（クラシルマート）（ピッキング） 撤退 3 2022年7月 2022年10月
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の分類は、本研究独自のものであり、他の産業にも適用できる可能性はあるが、どの

程度一般化できるかは今後の課題である。

3.1. 密度依存理論に着眼したフレームワーク

密度依存理論は、Hannan、Freeman、Caroll が築いた組織エコロジー理論におい

て、特定企業の個体群における企業密度と企業の死亡確率・誕生確率の関係を分析し

た理論である。密度依存理論はレジティマシー（正当性）効果とデンシティ（密度）

効果の 2 つのメカニズムからなる。

レジティマシーとは、組織群社会における市民権、社会的信用、社会からの認知度、

許容度を獲得していることで、密度とは、その組織群に属する組織の数の合計である。

組織群とは、存続のために必要な資源が似ている組織のグループのことを指す。

密度がより高くなればなるほど、似通った資源を奪い合うため、競争（competition）

が激しくなる。

組織群が誕生した初期の密度が低い段階（黎明期・発展期）においては、組織が増え

ることによって、その組織群に対する社会的信用・認知が高まり、新たな組織の参入、

設立が増えていく（レジティマシー効果＞競争効果）。しかしながら、ある一定のレベ

ルの密度（carrying capacity）を越えると、社会的信用の正の影響よりも競争による

負の影響が大きくなり、競争が組織群内の密度低減をもたらしていく（レジティマシ

ー効果＜競争効果）。

よって横に時間軸をとると、企業密度は逆 U 字になる。また、企業密度と死亡率の

関係は、U 字型になり、企業密度と誕生率の関係は、逆 U 字型になる。

高井は市場黎明期における「オンライン証券の独自性の構築メカニズムと模倣の二面性（2020）」

において、正当性（レジティマシー）効果と競争効果が 4 段階に進化するフレームワーク

を提示し、1999 年から 2005 年までのオンライン証券業界の立ち上がりに関して定性的・

定量的分析を示している。

図表 6 四段階の進化論と模倣の効果

（出所）高井文子（2020）「オンライン証券の独自性の構築メカニズムと模倣の二面性」早稲田大学 IT 



ネットスーパーのビジネスモデルと撤退要因に関する研究

～新興市場における参入と撤退のメカニズム～  (2023.03)

早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 12

戦略研究所ワークショップ p.52 より抜粋

黎明期の市場においては、企業は非常に不確実性の高い条件に直面するため、社会

的に広く「成功している」はと見なされる企業への模倣行動が生じやすい（Haunschild 

& Miner, 1997)。既に「成功」しているとみなされる他の組織を模倣すれば、環境の不

確実性を削減するために必要な探索コストを節約できる（浅羽, 2001）。

他企業の模倣によって多数の企業が参入した戦略グループでは，競争の激化によっ

て先行企業の取り分が他の競合企業に奪われてしまう割合が増えていく。しかし他方

で、競合企業の増加によって当該戦略グループの社会的認知・信用が高まり、戦略グル

ープ全体としての成長はむしろ加速していく。前半は正当性の効果が大きく、後半は

競争効果が高くなる。

図表 7 模倣から受ける影響の二面性とトータルの効果

（出所）高井文子（2018）『インターネットビジネスの競争戦略─オンライン証券の独自性の構築メカニ

ズムと模倣の二面性─』）

 密度依存理論に着眼した仮説

スーパーマーケット業界において、ネットスーパーは 1999 年から立ち上がった新興

市場であり、普段目で見て品質を確認してから購買していた生鮮食品を EC サイトから

注文するため、レジティマシーが高まらなければ参入企業は増加しない。また、スーパ

ーマーケット業界は既に実店舗数が飽和状態にあり、営業利益率が低いとされること

から、ネットスーパーに対するレジティマシーが高まれば、模倣によって参入企業が

増加し、一定の密度に達した後は競争が激しくなることが予想される。

レジティマシーが高まることによって今後も市場の拡大が進む（あるいは衰退す

る）と認知することが、ネットスーパーへの参入・撤退の意思決定に影響を与えてい

ると考えられる。黎明期・発展期においてはビジネスが成立するか懐疑的な企業も多

かった。一方で今後も市場の拡大が進むことを認知できれば、競合より先に参入し、

顧客の早期囲い込みを狙いたい企業が積極的になると考えられる。

本研究では、「日本における BtoC-EC 化率が高まっていく」ことは、ネットビジネ

スとしてのネットスーパーのレジティマシーの代理指標とすることができると考え
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る。したがって、黎明期・発展期（1999 年～2011 年）においては、EC 化率トレンド

（前年比）が高まると、参入率が高くなるはずである。

一方、レジティマシーが高まり、ある一定程度の密度（carrying capacity）に達

した後は、競争が激しすぎるという認知が広まり、ネットスーパーへの参入に慎重に

なると考え、レジティマシー効果が参入動機にならなくなっていくと考えられる。し

たがって、停滞期・コロナ後（2012 年～2022 年）においては、EC 化率トレンド（前

年比）が参入率に影響しなくなるはずである。

そこで、以下の仮説を設定する。

H1a 黎明期・発展期（1999 年～2011 年）においては、EC 化率トレンド（前年比）

が高まると、参入率に正の影響を与えるが、停滞期・コロナ後（2012 年～2022 年）

においては、EC 化率トレンド（前年比）は参入率に影響しなくなる。

図表 8 BtoB-EC 化率と前年比推移

（出所）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」より筆者作成

密度が一定以上高くなり競争の度合いが高まると、新規に参入したネットスーパー

は想定していた損益分岐点に届かず、事業継続がより困難になり、早期に撤退を強い

られると考えられる。

そこで、以下の仮説を設定する。

H1b 停滞期・コロナ後（2012 年～2022 年）に参入したネットスーパーは、市場に

ネットスーパーの存在数が多いほど、事業継続期間が短くなる。

3.2. ネットスーパーのビジネスモデル

3.2.1.物流面から見た分類 店舗型/センター型/ハイブリッド型
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ネットスーパー事業の配送方法には、実店舗の陳列品または在庫の中からピッキン

グを行い消費者の自宅まで配送する「店舗（出荷）型」と、在庫を集約させた配送セ

ンターから消費者へ届ける「センター（出荷）型」に大別される。「店舗（出荷）

型」はクリック＆モルタル型、「センター（出荷）型」はドットコム型、倉庫型、あ

るいはダークストア（無店舗型）とも呼ばれている。本稿では「店舗型」と「センタ

ー型」に呼称を統一する。

店舗型は通常の店舗営業に加えてネットからの注文に対してピッキング業務を行う

必要があるため作業負荷が高く、受注件数と配送エリアは限定的にならざるを得な

い。一方センター型は受注処理できる件数が店舗型と比較して大幅に上回るが、大き

な初期投資が必要である上に、在庫を店舗と共有できないため廃棄ロスも大きく、精

度の高い需要予測が要求される。このようなことから、小売事業者が営むネットスー

パーは店舗型を基本とするも、経営規模が大きな小売事業者には店舗型とセンター型

を併用した配送形態である「ハイブリッド型」を採用するケースも見られ、コストバ

ランスに配慮した取組を実践している。

そもそも食料品は小売のための仕入原価が比較的高く、ネットスーパー事業を進め

るにあたっては、トータルの運営コスト負担の解決が重要となっている。そのために

は業務効率化や適正な在庫管理、物流の効率化が必要と言われているが、例えば需要

の予測が容易ではない食品も多く、課題解決は容易ではない。

図表 9 店舗型とセンター型の違い

店舗型 センター型

配送エリア
核店舗から配送可能な 2～5km 程度の

範囲

店舗配送方式よりは広域に配送が可

能

受注処理件数
1 店舗・1 日当り 100～200 件が限

界。規模の経済性が働きにくい

センターの処理能力によるが、店舗

配送方式よりは多い

配送回数 1 日当り 2～5 便
同程度であるが、配送効率は店舗配

送方式より優位

リードタイム
受注処理件数内であれば即日（朝注

文、夕方配達）

受注処理件数内であれば即日。15 分

～1 時間以内に配達するクイックコマ

ースはセンター配送方式であるケー

スが多い

配送料

1 回当り 0～890 円程度（一定の買い

物金額を越えると無料に）。また、

月間使い放題の料金制をとる企業も

ある

同左

品揃え ほぼ店舗と同様の品揃え 限定あるいは独自の商品を揃える

欠品率と在庫

リスク

店舗と共通の在庫によるため、欠品

率は高めだが、その分、在庫リスク

は相対的に小さい

店舗配送方式よりも欠品率は低い。

万引きなどによる店頭商品ロスも低

い。三温帯の管理、特に生鮮品の賞
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（池田（2016）イノベーターとしてのネットスーパーより筆者加筆）

 店舗型とセンター型のビジネスモデル

店舗型と比較して、センター型は損益分岐点が高く、投資リスクが高い。

店舗型は受注処理件数に限界があるため、拡大しにくい。

図表 10 損益分岐点のイメージ

（筆者作成）

味期限管理は難しく、在庫リスクは

相対的に大きい

ピッキング 店舗スタッフが売場からピッキング

専門スタッフがセンター内で仕分

け。CFC に代表される自動倉庫ではピ

ッキングロボットが供給を行う

商品価格 基本的に店舗と同一価格が多い
ネットスーパー独自の価格設定も容

易

プロモーショ

ン

店舗と共通の販促（ポイント・優待

日）が容易

各実店舗の商圏に比べて広域のエリ

アを対象とするため、基本的に別運

営

運営コスト

初期コストは相対的に低いが、店頭

商品のピッキングと箱詰め作業等の

ためランニングコストは高い

初期コストは相対的に高いが、セン

ターに注文が集中する分、効率化し

やすくランニングコストは低い
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（出所）柴田巌（2012）「経済ネットスーパーの経営と実務」

 店舗型の成功例

店舗型のメリットは、既存店舗を活かして「小商圏・高密度」の配送網を築き上

げ、極めて高い配送効率を実現することによって、運営コストを下げ、密度の経済性

を享受することである。

店舗型は、ドミナント戦略により、地域内の市場占有率を向上させて認知度を高

め、有利な市場地位を築くことができる。実際に上記戦略によって小商圏におけるシ

ェアを追求した代表的な成功企業として、三重県北部を地盤とする「スーパーサン

シ」が挙げられる。

全 13 店舗のうち７店舗でネットスーパーを実施しており、2020 年度の SM 事業は 303

億円。そのうちネットスーパーの売上は 50 億円。一般的な大手スーパーマーケット

のネットスーパー実施店は売上の 5～10%程度と言われているため、ネットスーパーの

売上が 16%以上を占めるスーパーサンシは特異的な成功事例と言える。

他にも埼玉県を中心に首都圏に展開する「ヤオコー」、山形県の「ト一屋」など

が、小商圏での高シェアのネットスーパーを展開している例として挙げられる。

 店舗型の撤退例

しかし一方では、いちい（2009 年 9 月～2015 年 9 月）、イズミヤ楽々マーケット

（2001 年 3 月～2022 年 9 月）、富士シティオ（2009 年 6 月～2019 年 8 月）、ユアー

ズネットスーパー（2009 年 12 月～2014 年 12 月）、しずてつストア（2001 年 7 月～

2009 年 3 月）のように、店舗型で参入したとしても、経営方針の変更や、将来的な採

算が見込めず撤退した企業も多い。

配送機能を基幹店に集中させたまま、複数店舗展開に至らなかった企業も多数存在

する。例えば、2001 年 6 月にネットスーパー黎明期に参入した茨城県のスーパー、日

立ライフは、拠点店舗「兎平ショッピングセンター」から配送を行っていた。バック

ヤードは西友ネットスーパーのシステムを担っていたココデスと提携。茨城県日立市

図表 11 【参考】センター型ネットスーパーの PL 構造の具体例
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を配送範囲に設定し、ひたちなか市、常陸太田市に拡大を狙っていたが、2003 年 11

月に撤退している。

ドン・キホーテは 2017 年 2 月、マジカプレミアムナウの加入対象者に、専用サイ

トから注文を受けた商品を配達先の最寄り店舗から最短 58 分以内で配達するサービ

ス（店舗から半径約 3km のエリアは「58 分配達」もしくは「2 時間毎配達（指定した

2 時間の枠内での配達）」のいずれかの指定ができ、半径約 3km から半径約 5km のエ

リアは「2 時間毎配達」のみの対応）を MEGA ドン・キホーテ大森山王店から開始し、

順次拡大を目指していたが、2018 年 3 月に撤退した。

他にも、スター（滋賀県。グリーンヒル店（草津市）。2011 年 5 月開始、2012 年 3

月撤退）のようドミナント戦略を確立できないまま撤退する企業もあれば、日清デリ

カテッセンネットスーパー（東京都港区。2017 年 8 月開始、継続）のように単店で実

績を上げる企業もある。

 センター型

センター型は利用者からインターネット等で注文を受け付け、注文をメーカーある

いは物流センターに送り、物流センターから注文された商品を仕分けし、家庭へ直接

配送を行う。物流センターは、フルフィルメント業務(受注、集荷、梱包、配送、販

売、決済、返品、在庫管理、問い合わせ対応、顧客データ管理)を集約させ、自動

化・効率化を目指した比較的大規模なフルフィルメントセンター（FC）、あるいは実

店舗と同じように商品を陳列するものの、エンドユーザーが実際にそこで買物をする

ことはないため、ダークストアと呼ばれている。海外では小規模サイズの EC 専用物

流施設に AI やロボットを導入することで、少人数のスタッフで大量のオンライン注

文を捌けるように設計するようなマイクロフルフィルメントセンター（MFC）も台頭

している。

 センター型の成功例

2002 年にセンター型としてスタートした阪急百貨店グループの阪急キッチンエール

は、数十億円の初期投資を行い、商品をピッキングし配送する専用のセンターを吹田

市江坂に設けている。大阪府を中心に、注文金額 3000 円以上で配送料無料としてい

る（2023 年 1 月時点）

初年度の売り上げは 4 億円、2006 年に黒字化。2022 年の売上は 84 億円で、月平均の

稼働会員は約 2 万 5000 人で安定している。

 業界外からのセンター型参入例

例えば大規模な FC として、アマゾンジャパンが運営する Amazon プライム会員向け

の生鮮食品宅配サービス「Amazon フレッシュ」の専用物流拠点が挙げられる。東京・

江戸川区に開設した「Amazon フレッシュ葛西フルフィルメントセンター」は、延床面

積約 6000 平方メートルで、商品の入荷・保管・出荷のそれぞれの工程で温度管理を

実施し、それぞれの商品に応じた最適な温度を保って 3 温度帯（常温、冷蔵、冷凍）

にわけ、「Amazon フレッシュ」独自開発の保冷ボックスに入れて配送する。



ネットスーパーのビジネスモデルと撤退要因に関する研究

～新興市場における参入と撤退のメカニズム～  (2023.03)

早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 18

一方小規模なダークストアの例としては、アプリで注文後、10 分で自宅に届ける即

配ネットスーパー事業を営む Onigo がある。延床面積 110 平方メートルの生鮮食品、

冷凍食品、酒類、日用品、ベビー用品など 700 点を揃え、1～2 人のピッキング担当者

が梱包まで行い、配達担当者が電動自転車でユーザーの手元まで届ける。

 センター型の撤退例

住友商事は「住商ネットスーパー」 を 2008 年 12 月に設立。子会社のサミットネ

ットスーパーと提携し、2009 年 10 月 1 日からセンター型で参入した。サミットは

元々2007 年 4 月よりネットスーパー「らくちん君」を運営していたため、そのノウハ

ウを基にした。受発注、物流、顧客管理のシステム構築や配送センターの建設に合計

200 億円超の初期投資を費やしている。センター型で参入した理由は、「店舗出荷型

では成長性に乏しい」「将来的には首都圏の食品配達事業の市場規模は 1 兆円まで拡

大する余地がある」と予想しているためだという。

「店舗出荷型では成長性に乏しい」とする理由は、バックヤードや駐車場などのス

ペースが限られるため、各店舗が処理できる 1 日当たりの受注件数が 200 件程度に制

限されるからである。例えば雨天の日には注文が集中し、注文を断らざるを得ない。

よって、店舗出荷型を選択した場合、キャップ制限によって各店舗のネットスーパー

分の売り上げは店頭での売り上げの 5％程度にとどまってしまう。「数十店舗で展開

しても年商は 30 億～40 億円程度と、1 店舗相当分にしかならない」と見込んでい

た。生鮮品以外の商品を保管する在庫配送センターを半径 8 キロ圏ごとに 1 カ所設

置。さらに在庫配送センター6 カ所ごとに生鮮品向けの生鮮加工センターを 1 カ所設

置し、合計 7 カ所のセンターを 1 ユニットとする。このユニットを運営する「ユニッ

ト会社」を住商ネットスーパーとサミットが共同で設立する。1 つのセンターが対応

する受注件数は 1 日当たり 1200～1800 件程度と想定する。サミットの店舗出荷型の

ネットスーパーと同規模の売り上げを想定すると、1 センター当たりの年商は 30 億円

規模として、2019 年までに 36 ヶ所運営し、年商 1100 億円を目標とした。

しかし、年間で 10 億円の赤字が継続していたため、黒字化が難しいと判断し、

2014 年 9 月撤退を発表した。赤字の主な理由は、顧客の伸び悩みと、無料配送サービ

ス競争である。ネットスーパー商品は店頭価格とほぼ同一に設定しており、尚且つ定

額を超えた注文は無料で配送している。一配送当たりでは利益が出ないため、複数配

送における効率が黒字化において重要であったが、「１時間で 5 件以上の配送効率」

が達成できなかった。2 か所の物流センターから東京都、横浜市に商品を宅配してお

り、商品管理のコストは圧縮できたが、トラックの移動距離が長く、配送コストがか

さんだ。また、ネットスーパーの参入事業者も相次ぎ、2014 年時点で 30 万人の会員

を抱えていたが、継続率が停滞していた。初期投資も合わせて累積損失は 100 億円と

推測される。

 ハイブリッド型
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店舗型とセンター型を併用しているネットスーパーをハイブリッド型と分類する。

ハイブリッド型のネットスーパーは、マイカル、イトーヨーカドー、楽天西友ネット

スーパーが挙げられる。

 ハイブリッド型の成功例

イトーヨーカドーは、2000 年までは参入に慎重な姿勢を見せていた。他地域への拡

大を見定める実験的な試みとして、2001 年 3 月に東京・江戸川区内で食品や日用品な

ど約千品目を販売する即日宅配サービスを開始した。元々実店舗の葛西店では、平日

と週末・休日の一日当たり売上高比率が三対七の割合となっているため、平日の売上

高を底上げしたいという意図もあった。小さな子供がいて平日の昼間は外出しにくい

ファミリー層などが、ネットスーパーに利便性を見いだすと見ていた。

2007 年年初までは 9 店とエリアを限定し、実験的な運営に留まっていたが、2007

年 3 月にネットスーパーを運営する新組織を設立し、2007 年 12 月までにネットスー

パー実施店を全国 179 店のうちの 4 割にあたる 74 店にまで増やした。2009 年には東

京 23 区全域、東北、新潟、長野、広島をカバーし、2010 年には実施店を 130 店、

2014 年には 145 店に拡大した。

2015 年 3 月、ネットスーパー専用店舗「セブン＆アイ ネットスーパー西日暮里

店」を稼働開始した。東京都区内の配送空白エリア、新宿区、中野区、杉並区、渋谷

区などを埋め、既存店の配送効率をカバーする狙いだった。専用店舗は既存店の 5 倍

に相当する、一日あたり 2000 件の注文に対応することが出来る。ネットスーパー専

用店舗の設立により、23 区内で空白地帯である、通常 1 日 6 便以上・2～3 時間枠で

エリアを設定しており、東京都内は 10～20 便が多いが、ネットスーパー西日暮里店

は 10 時から 22 時まで 33 便を稼働させている。ネットスーパー西日暮里店は必ずし

も SKU 数が多いという訳ではないが、生鮮セット品や飲料・酒の 2 ケース購入など、

ネットスーパー向けの品揃えとなっている。2016 年 2 月決算でのイトーヨーカドーネ

ットスーパーの売り上げは、468 億 9 千万円と過去最高の数字を記録した。

図表 12 イトーヨーカドーのネットスーパー専用センター配送範囲

https://www.locationsmart.org/map.html?id=shopping/gms/itoyokado を筆者改変
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 ハイブリッド型の撤退例

マイカルは 2000 年 7 月に食品スーパーを展開する子会社ポロロッカの都内の市谷

店（新宿区）や東麻布店（港区）などの店舗５店で，生鮮食品など 1000 品目を対象

にネットスーパー「ザ・スーパードットコム」を開始した。2000 年 9 月から大手食品

卸の伊藤忠食品が物流業務を受託している。商品は店舗かポロロッカ東部物流センタ

ー（埼玉県新座市）から、委託した配送業者が配達するハイブリッド型となる。原則

翌日までに配達し、送料は 300 円である。サービス対象エリアは、都内の新宿、千代

田、港、中央、文京区で、将来は全国展開を検討していた。約 60 種類の食事メニュ

ーを提案しており、必要な食材を一括購入することもできた。しかしながら、マイカ

ルは 2001 年 9 月に経営破綻し、会社更生法の適用を受け、イオン株式会社の支援に

より再建されることになる。ネットスーパー「ザ・スーパードットコム」は閉鎖とな

った。

以上の物流面から見たビジネスモデルの分類に基づき、1999 年から 2022 年 12 月ま

でに存在が確認できたネットスーパーを店舗型、センター型、ハイブリッド型に分類

した。

図表 13 物流面から見た分類

（筆者作成）

3.2.2.運営面から見た分類 ポータル型/自社型

複数の提携したネットスーパーを選択し、決済、配送できる「ポータル型」も存在

する。グレースコーポレーション、食卓．ｊｐ、楽天ネットスーパー、出前館+e-ネ

コネットスーパー、Amazon ネットスーパー、menu など、提携ネットスーパーを消費

者が選択できるケースを「ポータル型」と呼ぶ。EC サイト運営会社はスーパーとして

の仕入れ・在庫機能を持たず、提携する既存のスーパーとしては注文を受けてピッキ

ングを行い、ネットスーパーに関するサービス・システム・配送を外注する形にな

る。ネットスーパーに参入するにあたり、自前でシステムを構築するには 5000 万円
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から１億円以上の初期投資が必要であり、中堅・中小スーパーには大きな参入障壁と

なる。中堅・中小スーパーにとって、ノウハウやシステムを利用しながら進出するこ

とでリスクを抑えながら、大手スーパーに対抗しつつ店舗売上の拡大に期待すること

が出来る。筆者が知る限り 2022 年 12 月時点では、ポータル型が連携するネットスー

パーは店舗型だが、今後ダークストアが出店する可能性もあるだろう。

 グレースコーポレーション（伊藤忠食品子会社）

伊藤忠食品子会社のグレースコーポレーションは、2007 年 6 月にネットスーパー代

行サービスとして「グレースモール」を開始した。サービス提供エリアの中心にグレ

ースコーポレーションが「デリバリーデポ」という拠点を設け、グレース担当者が指

定のスーパーで買い物をし、配達を行うピックアップ＆デリバリーサービスである。

三徳（マイカル、ポロロッカ）、関西ネットスーパー、いなげや、大丸ピーコック等

が提携していた。スーパー各社はグレースに月額 15 万円のサービス利用料を支払っ

たうえで、顧客からの買い物注文 1 件につき 600 円をグレースに支払う。顧客が支払

う代行手数料 210 円と合わせて合計 810 円と月額 15 万円がグレースの売り上げにな

る。グレースは「創業 2 年目の締めとなる 2008 年 9 月期には黒字化できる」（木村

社長）と考えていた 6。

2007 年春のサービス開始から 7 月初旬までの約 3 カ月間で、グレースモール会員数

は 700 人。思うような利益を上げられず、伊藤忠食品が 2008 年 9 月にネットスーパ

ー事業から撤退を表明した。

図表 14 グレースモール

（出所）2007/7/12 日経情報ストラテジー

https://xtech.nikkei.com/it/article/JIREI/20070710/277201/

 食卓．ｊｐ（ネッツ・パートナーズ）

2005 年 9 月、ネッツ・パートナーズ（東京・渋谷、森肇社長）が運営する「食卓.

ｊｐ」の登録が開始。日本通運と提携し、物流センターにスーパーから集約後、日通
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の宅配便ルートで各家庭に配送を行う。時間単位で受取指定可能・即日配送可能であ

った。食卓.ｊｐは複数のネットスーパーが出店するモール型で、初期はマルエツと

紀ノ国屋が参画した。後に東急ストア（2009 年）、ネット関西スーパーらくらく宅

配、シミズヤネットスーパーなどが加わる。森氏は 1999 年に西友にシステムを提供

したココデスを創業している。2008 年 7 月に楽天がネッツ・パートナーズを子会社

化、2009 年 2 月に楽天 ID 連携を行う。2008 年 8 月当時食卓.ｊｐの会員数は 4 万 3

千人、楽天の会員数が 4200 万人であり、「サイトの集客力が弱点」と認識していた

ネッツ・パートナーズにとって、楽天 ID、楽天ポイントの付与を加盟スーパー側も期

待しており、今後加盟スーパーを 30～50 社まで増やす構想を持っていた。2010 年 4

月に楽天が完全子会社化し、楽天ネットスーパーの名称となる。提携事業者は、マル

エツ、紀ノ国屋、東急ストア、関西スーパー、シミズヤなどである。提携スーパー側

にとっては、初期投資コストが低く参入しやすい上に、悪天候時にネットスーパーの

売上に頼るなど相互補完性があった。食卓．ｊｐおよび楽天ネットスーパーは加盟企

業に対して店舗やバックヤードの大きさや形状、作業人員や、利用件数などに応じ

て、より効率的な商品ピッキング方法や、梱包・配送作業について助言を行い、集客

とオペレーションの両面を支援していた。

図表 15 食卓．ｊｐから楽天ネットスーパーへの移行期（2010 年 4 月）

（出所）waybackmachine より



ネットスーパーのビジネスモデルと撤退要因に関する研究

～新興市場における参入と撤退のメカニズム～  (2023.03)

早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 23

2010 年 4 月に始まった楽天ネットスーパーだが、2010 年 9 月にシミズヤネットス

ーパーが撤退、その後 2013 年 2 月にマルエツ、2014 年 5 月に東急ストアが撤退し

た。以降は紀ノ国屋、関西スーパー、2012 年に自社で立ち上げたネットスーパーであ

る楽天マートの 3 社が掲載されるポータルサイトとなった。その後大きな成長が見ら

れず、事業子会社の吸収合併といった形で 2017 年に 5 月、楽天メートより先に、ポ

ータルサイトである楽天ネットスーパーが終了した。それまで外部サイト（楽天）に

誘導していた紀ノ国屋及び関西スーパーは自社で新たに立ち上げることになった。

当初の構想と異なりポータル型としてのネットスーパー事業を撤退した理由とし

て、提携スーパーの数を維持・拡大できなかったことと、「薄く広く」運営するので

は、拡大も収益化も難しいと判断したためだと考えられる。提携スーパー側としては

撤退が容易であり、顧客 ID がポータル側にあるため、スーパーにとって囲い込みの

重要な施策である「ポイント」が楽天ポイントとして流出してしまう上、その１％を

負担することにも心理的な抵抗感があったと思われる。

 出前館+e-ネコネットスーパー

夢の街創造委員会株式会社は、ヤマトシステム開発株式会社と提携し、2010 年 6 月よ

り「出前館+e-ネコネットスーパー」サービスの提供を開始した。EC サイト運営、集

客を出前館が行い、配送システムを e-ネコネットスーパーが担う。提携事業者は、ヤ

ックスネットドラックを始めとし、オザム、山岸、三喜有、ヤスサキ、スター、マル

イチなど多数あったが、2013 年 2 月にサービスを終了している。

図表 16 出前館+e-ネコネットスーパー

（出所）https://corporate.demae-can.com/news_release/press/20100624.pdf

以上の運営面から見たビジネスモデルの分類に基づき、1999 年から 2022 年 12 月ま

でに存在が確認できたネットスーパーをポータル型、自社型に分類した。自社型に関

しては前節で整理したため、図への表記を省略する。
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図表 15 運営面から見た分類

（筆者作成）既に撤退したサービスを含む

 ネットスーパーのビジネスモデルに着眼した仮設

これまで述べてきた通り、ネットスーパーには代表的なビジネスモデルとして、店

舗型とセンター型がある。双方とも必ずしも採算が取れているとは考えられていない

が、損益分岐点はセンター型の方が高いと言える。センター型は在庫や人員などを独

立して運営する必要があり、店舗型のように店舗とネットスーパーの資源共有ができ

ない。

そこで、以下の仮説を設定する。

H2a ネットスーパーでは、センター型のほうが店舗型よりも事業継続期間が短

い。

ネットスーパーのビジネスモデルを分類すると、運営事業者と提携した複数のスー

パーが、ポータル EC サイトに掲載を行うポータル型と、個別に EC サイトを持つ自社

型に分かれ、自社型にはセンター型、店舗出荷型、その両方の性質を持つハイブリッ

ド型が存在する。ポータル型は初期投資リスクが低く参入しやすいが、利用料は自社

型と比較して高い。変動費が高くなるため、損益分岐点に達しにくい。また、初期投

資コストが低く撤退障壁も低いため、撤退しやすいと考えられる。

ハイブリッド型はリスクがあるものの、店舗出荷型あるいはセンター型を運営した

経験値があり、店舗とセンター双方の欠点を補えことから、最も事業継続期間が長く

なると考えられる。

そこで、 以下の仮説を設定する。

H2b ネットスーパーでは、 ポータル型＞センター型＞店舗型＞ハイブリッド型の

順に事業継続期間が短い。
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3.3. 多角化の性質

企業が多角化する動機の一つは、規模と範囲の経済の追求である

（Besanko,2000）。ルメルトが提唱した多角化戦略（Rumelt, 1974）は限定的多角

化、関連多角化、非関連多角化の３つのカテゴリ―に大別でき（Barney, 2020）、ほ

とんどのネットスーパーは、既存事業の限定的多角化戦略であると言える。

例えば 2000 年にネットスーパーに参入した西友は、当時総売上が 7971 億円、初年

度の西友ネットスーパー売上目標が 14 億円、3 年後の売上目標が 100～200 億円（西

友総売上高の 1.25%～2.50%）であった。 また、2021 年度の西友の売上が 7373 億円

であり、西友ネットスーパーは 2025 年度に流通総額 1000 億円（西友総売上高の

13.56%）を目指している。ネットスーパーで成功されているとされる三重県のスーパ

ーサンシにおいても、売上高 437 億円のうちネットスーパーは 2 割近くである。

図表 168 ネットスーパーの資源関連型多角化戦略の分類

限定的多角

化

総売上の 70％以上

自社の経営資源やケイパビリティを単一の市

場もしくは業界を超えて活用していない

ほとんどのスーパーとネッ

トスーパーの関係が限定的

多角化に当てはまる

関連多角化 総売上の 70%未満

複数の事業にわたって実質的な範囲の経済を

実現している

イオン（GMS・SM 比率

68%7）、セブン＆アイ・ホ

ールディングス、楽天、ア

マゾンジャパンなど

非関連多角

化

最大事業の売上が総売上の 70%未満

展開する複数の事業間に範囲の経済が存在し

ない

新規参入 既存事業が存在しない ココデス、食卓.jp、Quick 

Get、Onigo など

（筆者作成）

多角化において既存企業は資源関連型であり、コスト優位を得られるのに対し、新

規参入企業は単位コストを同じレベルにするために、大量生産あるいは多くの品目を

もって参入することを強いられるとされる（Besanko 参入と撤退 p.363）。ネットス

ーパーに新しく参入したスタートアップ企業として、Quick get や Onigo があり、最

短 10 分で届く「クイックコマース」施策により、スピードの経済を活かした戦略を

とっている。しかしながら、ゼロから仕入を行い、センター（ダークストア）への投

資、配送網の構築を行うため、全く資源がない状態からのスタートとなる。

そこで、以下の仮説を設定する。

H3a 新規、あるいは他業界から参入するネットスーパーは、既存事業から多角化

して参入するネットスーパーに比べて事業継続期間が短くなる。
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図表 17 新規、あるいは他業界から参入

（筆者作成）

これまで論じられてきた伝統的な資源関連型多角化戦略の分類は、事業の拡大・成

長による利益の享受を前提としたものだった。しかし性質上、新たな市場で売上を拡

大する機会を追い求める動機をもつ「機会拡大型多角化」に対して、既存商圏を侵食

されることを防衛するため（競合の機会を潰すため）に行う「機会穴埋型多角化」が

存在すると考える。すなわち本業を守りつつ、拡大する機会(商圏や資源)を事前に穴

埋めする、より範囲の経済性を活かした多角化である。

ネットスーパーにおける「機会穴埋型多角化」は、商圏の範囲拡大を目指さず、自

社商圏内のシェア拡大によって顧客の囲い込みを行う。目的は機会拡大型多角化企業

からの商圏の防衛であるため、利益が得られない状態が続いたとしても、粗利が確保

できるならば、事業を継続する可能性が高い。

サービス名 企業名 継続/撤退 継続期間（月） 開始 終了
ココデス【自社】 ココデス 撤退 91 1999年12月 2007年7月
ココデス【運営】 【運営】ココデス 撤退 91 1999年12月 2007年7月
おかいものねっと eコンビニエンス 撤退 12 2000年4月 2001年4月
オイシックス オイシックス・ラ・大地株式会社 継続 270 2000年6月 2022年12月
となりの八百屋 全日本青果流通システム 撤退 255 2000年8月 2021年11月
阪急キッチンエール関西 阪急キッチンエール関西 継続 242 2002年10月 2022年12月
オレンジライフ エブリディ・ドット・コム 撤退 124 2003年5月 2013年9月
食卓.jp【運営】 ネッツパートナーズ 撤退 55 2005年9月 2010年4月
グレースモール【運営】 グレースコーポレーション 撤退 15 2007年6月 2008年9月
お届け・com for アクオス【運営】 株式会社ネオビート 撤退 12 2009年7月 2010年7月
住商ネットスーパー株式会社 住友商事 撤退 59 2009年10月 2014年9月
楽天マート 　自社仕入 楽天 撤退 86 2010年4月 2017年6月
楽天ネットスーパー 楽天 撤退 86 2010年4月 2017年6月
出前館+e-ネコネットスーパー 【運営】夢の街創造委員会 撤退 32 2010年6月 2013年2月
阪急キッチンエール東京 阪急キッチンエール 撤退 17 2011年10月 2013年3月
スマートキッチン ローソン 撤退 16 2013年1月 2014年5月
阪急キッチンエール九州 阪急キッチンエール 撤退 71 2013年9月 2019年8月
ローソフレッシュ ローソン 撤退 50 2014年6月 2018年8月
バルーン 株式会社バルーン 撤退 13 2017年2月 2018年3月
Amazonフレッシュ（自社） Amazonネットスーパー 継続 68 2017年4月 2022年12月
７NOW（ネットコンビニ） セブン-イレブンのネットコンビニ 継続 62 2017年10月 2022年12月
IYフレッシュ セブン&アイ・ホールディングス、アスクル 撤退 23 2017年11月 2019年10月
楽天西友ネットスーパー 楽天、西友 継続 51 2018年9月 2022年12月
クックパッドマート クックパッド株式会社 継続 51 2018年9月 2022年12月
QuickGet Quick Get 撤退 25 2020年9月 2022年10月
LOMA LOMA 撤退 14 2020年10月 2021年12月
Amazonネットスーパー 【運営】Amazonジャパン 継続 26 2020年10月 2022年12月
クーパン クーパン 継続 18 2021年6月 2022年12月
Pandamart Food panda 撤退 6 2021年7月 2022年1月
PayPayダイレクト（Yahooマート） ヤフー、ASKUL、出前館 継続 17 2021年7月 2022年12月
Onigo Onigo 継続 16 2021年8月 2022年12月
Wolt Market Wolt 撤退 7 2021年12月 2022年7月
menu【運営】 menu【運営】 継続 9 2022年3月 2022年12月
Amo クイックエクスペリエンス 継続 6 2022年6月 2022年12月
クラシル（クラシルマート） dely（Zホールディングス） 撤退 3 2022年7月 2022年10月
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また、ネットスーパーは「配送効率」すなわち「一便あたりの配送軒数」がコスト

に大きな影響を与える。配送効率を高めるためにはエリア戦略が重要になる。EC サイ

トは全国どこからでもアクセスできる一方、機会拡大のため配送範囲を必要以上に広

げた場合、密度の経済性が低下し、配送効率が低下するため、より一便あたりの費用

が増加するジレンマがある。

図表 20 機会穴埋型多角化と機会拡大型多角化

（筆者作成）

新たな商圏への進出を意図する「機会拡大型」のネットスーパーと、競合のネット

スーパーに対抗するため、自社商圏のシェアを追求し、密度の経済性を高めることに

集中する「機会穴埋型」では、「機会穴埋型」の方が有利だと考えられる。

そこで、以下の仮説を設定する。

H3b 機会拡大型のネットスーパーは機会穴埋型のネットスーパーに比べて事業継

続期間が短くなる。

仮説検証のため、ネットスーパーを「機会穴埋型」と「機会拡大型」を分類した。

分類方法は、過去の記事や IR から抽出した進出時の情報より、機会拡大方針の有

無、競合への対抗意識の有無、ヒアリングによって総合的に判断した。
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図表 21 機会穴埋型多角化と機会拡大型多角化の分類イメージ

（筆者作成）

図表 22 機会穴埋型多角化企業と機会拡大型多角化企業の分類

（筆者作成）

4. 定量研究：撤退要因が生存に与える影響の分析

4.1. 仮説の整理

前節の仮説と、後述する分析手法を整理すると、下記の表のとおりとなる。
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図表 23 仮説の整理

（筆者作成）

4.2. 使用するデータ

分析に必要とされるデータを入手するに当たっては、「日本経済新聞」、「日経産

業新聞」、「日経 MJ」、「日経地方経済面」、「日経プラスワン」、「日経速報ニュ

ース」など日経各紙、「朝日新聞クロスサーチ」から朝日新聞各紙、「激流」、「ダ

イヤモンド・チェーンストア」、「週刊東洋経済」「販売革新」などの商業誌、及び

企業 IR 情報から 2000 年から 2022 年 12 月におけるネットスーパーへの参入、撤退情

報を収集した。その他の不明な過去のデータについては、「WAYBACK MACHINE」のサ

イトページログ、またインタビューによって補完した。

以上の資料を精査した結果、対象期間である 2000 年から 2022 年 12 月までに参入し

たネットスーパーのサービス数は、全部で 159 あった。すなわち、本稿の分析のサン

プル数は n=159 となる。

『日経テレコン 21』日経各紙 抽出数：3302 件

『朝日新聞クロスサーチ』朝日新聞各紙 抽出数：259 件

『月刊 激流』 国際商業出版株式会社

『Chain Store Age』株式会社ダイヤモンド・リテイルメディア

『通販・e コマースビジネスの実態と今後』富士経済グループ

『Wayback Machine』 （https://archive.org/web/）

各社 IR 資料

流通企画『食品スーパーマーケット年鑑』

川辺信雄(2011)「ネットスーパーの生成と発展 : バーチャル・ビジネスとリアル・

ビジネスの統合」『早稲田商学』(429)

4.2.1. 分析方法 H1a

H1a においては、OLS を用いて検証を行う。
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被説明変数は、産業別の参入を観測する上で使用される、「粗参入率（gross 

entry rate）」を用いる。

1999 年から 2011 年までの年毎の GENT を GENT 黎明期・発展期、2012 年から 2021

年までの年毎の GENT を GENT 停滞期・コロナ後とした。

説明変数は経済産業省「電子商取引に関する市場調査」における BtoB-EC 化率前年

比を ECtrend とした。

図表 24 記述統計量

図表 25 GENT, ECtrend の推移

（筆者作成）

4.2.2. 分析方法 H1b、H2a、H2b、H3a、H3b

H1b、H2a、H2b、H3a、H3b においては、Cox 回帰比例ハザードを用いて検証を行う

（Cox, 1972）。

被説明変数は「生存月数」とした。生存月数とは、ネットスーパーが立ち上がった

（受注が開始された）時点から、解析時点（2022 年 12 月）までの間で実際に運営を

行っていた期間である。

イベントは、「ネットスーパーからの撤退」とした。具体的には、（１）受注を停

止した月、（２）（１）が不明な場合は、Web サイトが明らかに消滅し、注文が不可

能になった月とした。
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なお、解析時点（2022 年 12 月）で、継続しているネットスーパーの数は 90、撤退

したネットスーパーの数（「打ち切りデータ」 の数）は、69 であった。

説明変数は下記のとおりである。

H1b n 年のネットスーパーの存在数

H2a 「店舗型」を０、「センター（非店舗）型」を１としてダミー変数を置い

た。ハイブリッド型はセンター型に分類した。

H2b 「店舗出荷型ダミー」を０、センター型を１、ハイブリッド型を２、ポータ

ル型を３としてダミー変数を置いた。なお、運営サイトを終了せずにビジネスモデル

が変化した場合、移行後のビジネスモデルで分類している。

H3a 「多角化を」０、「新規事業」を１としてダミー変数を置いた。

H3b 「機会穴埋型」を 0、「機会拡大型」を１としてダミー変数を置いた。

図表 26 記述統計量

図表 27 使用するデータセットの概要
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図表 18 相関マトリクス

4.3. 分析結果

4.3.1. 密度依存理論に着眼した仮説の検証

 H1a 黎明期・発展期（1999 年～2011 年）においては、EC 化率トレンド（前年比）

が高まると、参入率に正の影響を与えるが、停滞期・コロナ後（2012 年～2022 年）

においては、EC 化率トレンド（前年比）は参入率に影響しなくなる。

図表 29 EC 化率前年比が黎明期・発展期の粗参入率と、停滞期・コロナ後の粗参入率に与え

る影響

有意水準で正の影響を与えているが、停滞期・コロナ後は有意な結果が得られなか

った。

したがって、H1a は支持された。

 H1b 停滞期・コロナ後（2012 年～2022 年）に参入したネットスーパーは、市場に

ネットスーパーの存在数が多いほど、事業継続期間が短くなる。
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図表 19 存在数が継続期間に与える影響

全期間では、存在数が増えるほど、10%有意水準で、早く撤退する確率が、0.989 倍

*になるのに対し、停滞期・コロナ後は 5%水準で 1.081 倍**早く撤退する確率が高く

なる。

停滞期・コロナ後（2012 年～2022 年）に参入したネットスーパーは、市場にネッ

トスーパーの存在数が多いほど、事業継続期間が短くなる。

したがって、H1b は支持された。

図表 20 H1b カプランマイヤー曲線

4.3.2. ビジネスモデルに着眼した仮説の検証

 H2a ネットスーパーでは、センター型のほうが店舗型よりも事業継続期間が短い。

図表 32 センター型が継続期間に与える影響
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図表 33 H2a カプランマイヤー曲線

センター型は店舗型と比べて、1％有意水準で、早く撤退する確率が 2.142 倍であ

ることが分かった。ネットスーパーでは、センター型のほうが店舗型よりも継続期間

が短くなる。

したがって、H2a は支持された。

 H2b ネットスーパーでは、ポータル型＞センター型＞店舗出荷型＞ハイブリッド

型の順に早く撤退する。

図表 21 センター型、ハイブリッド型、ポータル型が継続期間に与える影響

4 分類モデルのうち「ハイブリッド型」は有意水準を示すことができなかった。ハ

イブリッド型のサンプル数が少ないことが主な要因だと考えられる。
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そこで、ハイブリッド型はセンター出荷型と同様、センター建設に費用投下してい

ることから、ハイブリッド型＝センター型として捉え、店舗出荷型、センター出荷型

ポータル型の 3 分類で再分析を行った。

図表 22 店舗型、センター型、ポータル型が継続期間に与える影響

3 分類にて再分析を行ったところ、1％有意水準で、ポータル型＞センター型＞店舗

型の順に早く撤退する確率が高く、ポータル型は店舗型の 5.069 倍、センター型は店

舗型の 2.891 倍高いことが示された。

ポータル型＞センター型＞店舗出荷型の順に早く撤退する。

したがって、ハイブリッド型を除いて、限定的に支持された。

図表 23 H2b カプランマイヤー曲線

4.3.3. 多角化の性質に着眼した仮説の検証

 H3a 新規、あるいは他業界から参入するネットスーパーは、既存事業から多角化

して参入するネットスーパーに比べて事業継続期間が短い。
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図表 37 新規参入が継続期間に与える影響

図表 24 H3a カプランマイヤー曲線

新規、あるいは他業界から参入するネットスーパーは、既存事業から多角化して参

入するネットスーパーに比べて、1％有意水準で、早く撤退する確率が 2.202 倍であ

ることが分かった。

ネットスーパーでは、新規、あるいは他業界から参入するネットスーパーが既存事

業から多角化するネットスーパーよりも継続期間が短い。

したがって、H3a は支持された。

 H3b 機会拡大型のネットスーパーは機会穴埋型のネットスーパーに比べて事業継

続期間が短い。

図表 25 機会拡大型が継続期間に与える影響
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図表 40 H3b カプランマイヤー曲線

機会拡大型ネットスーパーは、機会穴埋型ネットスーパーに比べて、1％有意水準

で、早く撤退する確率が 5.018 倍であることが分かった。

ネットスーパーでは、機会拡大型のネットスーパーは機会穴埋型のネットスーパー

に比べて継続期間が短い。

したがって、H3b は支持された。

4.3.4. 定量研究のまとめ

分析した結果は下記のとおりである。

図表 26 分析の結果

（筆者作成）

いずれの仮説も支持されたため、密度依存理論の検証、ビジネスモデルの投資リス

クによる撤退傾向、多角化の性質による撤退傾向が示された。
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5. まとめ

5.1. 結論

１．密度依存理論

ネットスーパーの参入・撤退に関するアーカイバルデータに基づき、密度依存理論

の検証を行い、レジティマシーが高まると参入率が増え、密度が高まると継続期間が

短くなる仮説が支持された。また、ネットスーパーといった新興市場に対して、密度

依存理論における事象が確認できた。

図表 42 密度依存理論の検証

（筆者作成）

２．ネットスーパーのビジネスモデル

ネットスーパーのビジネスモデル分類を行い、投資リスクによる生存率を示し、初

期投資費用がかかるセンター型は早く撤退するという仮説、ポータル型は損益分岐点

に到達しづらいことと、撤退障壁が低いことから、早く撤退するという仮説が支持さ

れた。一方ポータル型はビジネスモデルへの投資リスクを低減させるため、レジティ

マシーの高まりを受けて機会拡大投資を行い参入する企業が確認できた。

３．多角化の性質

資源関連型多角化の伝統的な議論から、ネットスーパー特有の事象を受け着眼し

た、「機会拡大型多角化」「機会穴埋型多角化」という概念を用いて分析を行った。

機会拡大型多角化は機会穴埋型多角化よりも事業継続期間が短くなるという仮説が支

持された。

5.2. 実務への示唆

 ネットスーパーへの今後の参入検討企業への示唆

既存スーパーがネットスーパーに参入する場合、センター型は成功しにくく、店舗

型が傾向的には好ましい。ポータル型に提携して参入する場合は撤退リスクが高く、

自社型でビジネスモデルを構築したほうが成功する確率が傾向としては高い。店舗型

で参入したのち、商圏内の配送効率最適化のためにセンターを設け、ハイブリット型

を検討することが好ましい。
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業界外からの参入は難易度が非常に高い。既存スーパーとの提携や参入時期を見極

めなければ、短期間で撤退に追い込まれる可能性がある。

また、レジティマシーと競争の度合いに着目し、参入時期と中長期戦略を策定する

ことが肝要である。ネットスーパーのような新興市場においては「レジティマシーが

高まると密度が高まり、競争が激しくなる」ことが予想される。EC 化トレンド指標

は、レジティマシーが高まり、市場が形成された後は参入理由として活用すべきでは

ない。

 他のネットビジネスへの示唆

ネットスーパーのようなセンター型の難しさが自業界で存在するかをチェックする

必要がある。生鮮食品のように短時間配送を要求され、廃棄ロスがリアル店舗と共有

できない場合は特に注意すべきである。レジティマシーの増大や競争の激化への対応

手段として参入を決めることは危険である。

ポータル型を展開、あるいは参入する際は、ポータル型が有利になる条件や、アグ

リゲーションの重要性があるかチェックする必要がある。

 機会拡大型多角化は本当に正しい戦略か

ネットスーパーにおいては機会拡大型多角化よりも、既存商圏内のシェアを拡大す

る機会穴埋型多角化のほうが、事業継続期間が長く有利になる可能性が高い。ネット

スーパーであれば拡大戦略を安易に取るべきではなく、拡大を選択する際には十分な

検討をする必要がある。

5.3. 研究の限界と今後の課題

各社の利益状況のデータが入手できなかったため、赤字でも継続しているか、黒字

化して継続しているかの区別がつかなかった。新興市場であることからも公開情報が

少なく、各ビジネスモデルによるコスト構造の違いが必ずしも明確につかめていな

い。

コロナ後の影響は３年間のサンプルに留まっており、今後もネットスーパーのビジ

ネスモデルに左右すると考えられるため、必ずしも明確な結果の解釈として示されて

いない。一方で今後の経過観察、データの蓄積を行うことにより、密度依存理論の解

釈に一定の示唆を与えることが出来ると考えられる。

本研究ではマーケティング施策上の問題提起、消費者行動論を対象にしていない

が、先行研究を当てはめることで、より網羅的にネットスーパーのビジネスモデルを

明らかにすることが出来る。機会穴埋型と機会拡大型の多角化分類の一般化を目指す

ことで、ビジネスモデル論、多角化論、産業進化論の発展を図ることが出来ると考え

る。

また、EC 化を進めるビジネスモデルの業界間比較を行い、業態ごとの EC 化の特殊

要因を研究することで、EC 化に関する課題を多方面から明らかにできる可能性があ

る。
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No.58 二輪ヘッドライトの技術進化とエコシステムがシェアに与える影響～Adner & Kapoor(2010)仮説の追試～                                                 

桑原彩乃・根来龍之(2019 年 3 月)

No.59 国内ネット系ベンチャーの「早すぎる」海外進出の理由～90 年代/2000 年代と 2010 年代の米国進出の

理由の比較事例分析～                               標 千枝・根来 龍之（2019 年 3 月）

No.60 IT 業界におけるバズワードのライフサイクル～日経コンピュータ誌の記事タイトルの出現頻度分析～                                

土肥淳子・根来龍之(2019 年 4 月)（2019 年 6 月改訂）

＊本ワーキングペーパーは、本文と Appendix が別ファイルとなっています。
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No.61 Uber の日本参入戦略はなぜ遅れをとったのか   ～ロビイングを含めた競争ダイナミクスの事例研究～                      

安永 修章・根来 龍之（2020 年 3 月）

No.62 飲食店チェーン店業界の CRM 戦略における PF 活用方針に関する研究～各機能に関する自社保有と

PF 活用の選択要因～                                相馬 汐美・根来 龍之（2021 年 2 月）

No.63 アントレプレナーが発信する「ストーリーテリング」は、スタートアップ企業の「資金調達」に影響を与える

か？～Martin(2007)論文の追試を通して～                 軸屋 泰隆・根来 龍之（2021 年 3 月）

No.64 どのような地方紙が部数減少を踏みとどまっているか？ 〜地方紙間の部数減少率の違いを説明する要

因の探索〜              今井 裕治・根来 龍之（2021 年 4 月）     

No.65 アパレル企業の顧客接点のデジタル戦略とプラットフォーム（PF）活用の実態と理由

～EC・OMO 戦略において自社アプリと PF はどのように活用されているか？～

荒木 麻里・根来 龍之（2022 年 3 月）

No.66 エコシステム論と戦略グループ論の接点の探索

～コンタクトレンズ・眼鏡業界の歴史的変遷を通じた研究～

相川 寛子・根来 龍之・宮元万菜美（2023 年 3 月）

No.67 医療情報プラットフォームの比較事例分析～マルチホーミングが与える影響～

柳内 嘉在・根来 龍之（2023 年 3 月）

No.68 投資一任サービス業界の業績決定要因～ロボアドバイザー機能が与えた影響～

下山 貴史・根来 龍之（2023 年 3 月）

No.69 デジタル化の二周目問題～問題の構造と＜検索・予約＞ビジネスでの深堀り～

根来 龍之・早川愛（2023 年 3 月）

No.70 ネットスーパーのビジネスモデルと撤退要因に関する研究～新興市場における参入と撤退のメカニズム～

瀧本 辰作・根来 龍之（2023 年 3 月）
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